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「環境技術実証事業（ETV事業）」とは①

■先進的な環境対策技術は・・・

◆客観的な評価・検証が十分でない場合がある

（環境保全効果、維持・管理費用・労力等）

◆法制度等の整備が十分でない

■第５次環境基本計画（平成30年4月）
（第２部 第２章 ５．（３）持続可能な社会の実現に向けた技術の早期の社会実装の推進）

（技術の評価・実証に関する支援等）
「・・・既に適用可能な段階にある環境技術について、エンドユーザー
が安心して使用できるよう、その環境保全効果等を第三者機関が客
観的に実証する取組を進める。・・・」



■信頼できる第三者機関（実証機関）が、環境技術を実際の現場等で

実証し、その結果を広く公表することで、環境技術の普及を支援

◆平成15年度～：モデル事業実施／平成20年～：本格実施

◆実証方法・評価項目は、専門家を参集して検討・決定

◆平成30年度末までに642技術を実証、実証結果はＨＰで公表
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「実証（Verification）」とは？

■環境技術実証事業

（Environmental Technology Verification）

環境技術の開発者でも利用者でもない第三者機関が、環境技術

の環境保全効果、副次的な環境影響、その他を試験等に基づき客

観的なデータとして示すこと

※「実証」は、一定の判断基準を設け、その基準との適合性を判定する「認証」とは異なる

「環境技術実証事業（ETV事業）」とは②
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【技術（製品）のユーザーに対するメリット】

◆信頼できる情報により、安心して環境技術を購入可能
◆ISO14034として国際標準化したことの国際的な信用

【技術開発者・販売代理店等（実証申請者）に対するメリット】

◆環境保全効果等の客観的な実証
→ 実証技術のユーザーへの導入の障壁の低下

◆専門家による実証技術への技術的なアドバイス等
のサポート

環境技術実証事業（ETV事業）のメリット
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令和元年度以降の技術領域

技術領域 実証対象とする技術の例
（１）水・土壌環境保全
技術領域

・自然地域トイレし尿処理技術
・有機性排水処理技術
・湖沼等水質浄化技術
・閉鎖性海域の水環境改善技術
・水質汚染対策技術
・土壌汚染対策技術 等

（２）大気環境保全技術
領域

・ヒートアイランド対策技術(建築物外皮）
・排ガス抑制技術
・ダイオキシン類排出抑制技術
・騒音・振動防止対策技術
・光害対策技術
・悪臭対策技術 等

（３）資源循環技術領域 ・リサイクルに関する技術 等

（４）気候変動対策技術
領域

・中小水力発電技術
・ヒートアイランド対策技術（ヒートポンプ） 等

（５）自然環境保全技術
領域

・自然地域トイレし尿処理技術
・生物多様性確保技術
・外来種対策技術 等

（６）環境測定技術領域 ・（１）～（５）の技術領域の実証項目を測定する技術
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対象技術分野例

【対象技術事例】
ろ過・吸着・沈殿等及び植物プランクトンの異常増殖の抑
制による湖沼等の水質改善技術など。
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海草の増殖用ネット等を活用した生物生
息環境の改善技術、エアレーションや海
底耕耘等による水質改善技術、リサイク
ル材を用いた海域環境の改善技術など。

厨房からの有機性排水を、生物学的また
は物理化学的処理により適正に処理する
技術（装置・プラント）など。

流入汚濁負荷の削減だけでは水質改善
が難しい湖沼等において、水中、底泥中
の汚濁物質を直接浄化、または、汚濁負
荷の内部生産を抑制するための技術分
野。

【対象技術事例】
海草の増殖用ネット等を活用した生物生息環境の改善技
術、エアレーションや海底耕耘等による水質改善技術、リ
サイクル材を用いた海域環境の改善技術など。

【対象技術事例】
厨房からの有機性排水を、生物学的または物理化学的
処理により適正に処理する技術（装置・プラント）など。



ＥＴＶ事業の実施体制（令和元年度）

・事業全体の方針策定及び運営管理
・実証機関、実証運営機関及び実証機関の公募・選定
・実証報告書の承認、ロゴマーク・実証番号の交付
・実証対象技術の選定 等

・事業普及のための企画・立案
・実証機関の公募・選定補助 等

・実証の実施
・実証報告書の作成 等

・実証技術の申請
・実証手数料を実証機関に納付

技術実証検討会
環境技術実証事業

運営委員会

連携・
協力

環境省

実証運営機関

申請者

技術募集
実証機関

請負

請負

・実証技術の選定補助
・申請前の相談対応

請負

技術調査機関

技術の申請書の送付
申請前相談

技術調査検討会

連携・協力
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協力し、
実証を実施



8

技術の

選定
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の作成・公

表
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■ 年間を通じた事業の流れ

※事業の運営に関する費用は国費ですが、実証に必要な費用は申請者の負担となります。

環境技術実証事業（ETV事業）の流れ



事業工程ごとの各作業の負担（実施と費用負担）

事業工程 詳細作業 費用負担

対象技術公募 公募・審査の作業 国

実証委員会運営 国

申請書等作成 申請者

試験計画の策定 計画案作成作業 国

技術実証検討会運営 国

試験実施 装置設置・撤去 申請者

装置運転・維持管理 申請者

測定・分析等 申請者

試験に伴う消耗品 申請者

出張旅費 申請者

報告書作成 執筆・編集作業 国

技術実証検討会運営 国
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今後の予定について

（１）次年度対象技術の公募
令和元年10～11月頃を予定

（２）次年度実証機関の公募
令和２年２～３月頃を予定

今年度の対象技術・実証機関の募集要項は環境省HPに
おいて公開しております。ご参考に次年度の申請をご検
討ください。

【対象技術】
https://www.env.go.jp/press/106668.html
【実証機関】
https://www.env.go.jp/press/106798.html
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今後の予定について

（３）説明会の日程（予定）

【東京】
日時： 9/19（木） 9:30-16:30
場所： 大手町サンスカイルーム（朝日生命大手町ビル）A室、B室

【大阪】
日時： 10/9（木） 9:30-16:30
場所： CIVI研修センター新大阪東 E5Hall、E503

【北九州】
日時： 10/1（火） 9:30-16:30
場所： （公財）北九州観光コンベンション協会

AIM3F311-313会議室、314会議室
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■問い合わせ先
環境省環境研究技術室

TEL： ０３－３５８１－３３５１、E-Mail： etv@env.go.jp

※上記部署では、事業に関する総合的なお問い合わせを受け付けますが、
個別分野に関する質問等は、さらに担当課室へとご案内する場合があります。

詳細 および 問い合わせ先

詳細はこちら（環境技術実証事業ウェブサイト）
■「環境省トップページ」→「総合環境政策」→「環境研究・

技術」→「環境技術実証事業」
https://www.env.go.jp/policy/etv/index.html

mailto:etv@env.go.jp


ご静聴ありがとうございました



 規格名称：環境マネジメント－環境技術実証（ETV)
 Environmental management — Environmental 

technology verification (ETV) 

（１）個々の技術を対象としたものではなく、各国で実施されてい

るＥＴＶの事業のあり方を対象とした規格

（２）環境技術を「従来の技術と比べて環境の改善効果又は保全

効果をもたらす技術又は環境に関し測定する技術」と定義し

、環境に関連する幅広い技術を対象としているため、特定の

技術分野を定めていない。

ISO14034について



（３）ステークホルダーとして、「実証機関（verifier）」、「試験機

関（test body）」、「実証申請者（applicant）」が定義され、

各々の役割が規定されている。

（４）申請書類の一部として、「実証申請者」は「実証機関」に実

証申請技術がどの程度の性能があるのかに関して、情報を

提出することが要求されている。

（５）実証機関等のISO17020（適合性評価－検査を実施する各

種機関の運営に関する要求事項）及び試験データの

ISO17025（試験所及び校正機関への能力に関する一般的

要求事項）への準拠が求められている。

ISO14034について

※環境省ETV事業では、専門家による研修を受講し、研修プログラムに沿った体制整備に
努めていただくことを確認することで、ISO17020認定の代替とすることができる。



 ＥＴＶ事業は日本をはじめ、

複数の国と地域で実施

日本 アメリカ

カナダ

欧州連合韓国 フィリピン

デンマークフランス 中国

各国のＥＴＶ事業の動向



ETV実施国による分野別実証数
1. パイロット実施段階での実証を含む
2. フランスのIWGメンバーによる各国アンケート調査結果による

技術分野 日
本

米
国
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国

欧
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合
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ィ
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ピ
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ナ
ダ

デ
ン
マ
ー
ク

フ
ラ
ン
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中
国

合
計

事業開始年度 H15 H7 H9 H23 H18 H9 H20 H24 -

低環境負荷技術（ヒートアイランド対策技術を含む） 433 36 0 3 2 0 0 0 0 468 
水環境保全及び水処理技術 146 182 90 11 16 16 2 0 1 458
大気汚染の監視及び削減技術 13 141 4 7 3 15 5 2 0 190
廃棄物処理及び資源化技術 0 11 50 8 48 3 1 0 0 122
エネルギー関連技術 26 32 1 9 22 7 11 0 0 105
土壌・地下水の監視及び回復技術 0 53 0 10 0 11 0 0 0 74
その他（上記に属さないもの） 0 22 12 0 0 8 0 0 0 42
農業分野の環境技術 0 13 0 0 1 4 6 0 0 24

合 計 618 490 157 48 92 64 25 2 1 1,497

最終データ更新年 H28 H26 H26 H28 H25 H26 H27 H27 H24
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